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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、遠隔多地点に所在する複数の連携大学の研究室間を相互連携して、
PLM（製品ライフサイクルマネジメント）システムの協働利用ができる基盤環境を研究開発することである。次
の3つの研究課題に取り組むことにした：①製品アーキテクチャ（メカニズム・電気制御・ソフトウェア）を統
合化したPLM業務プロセスモデルの策定、②アプリケーションソフトウェア管理(ALM)を、前記のPLM業務プロセ
スと対応づけて、新たな製品開発プロジェクトの進め方の提案、③各種ITツールを有効に活用することにより、
PLMシステムの協働利用ができる基盤環境の研究開発。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop the cooperative PLM system 
infrastructure environment for product development, which is connected between plural cooperating 
universities' laboratories located at remote multipoint. The research treats with the following 
three subjects: 1) formulation of a PLM business process model that integrates product architecture 
(mechanism, electric control, and software), 2) proposal on how to proceed with a new product 
development project, related to application software management with the above PLM business process,
 3) research and development of the cooperative PLM infrastructure environment that can collaborate 
on the final research purpose of this research PLM system by effectively utilizing various IT tools.

研究分野： 事業創造戦略, グローバル製品戦略, コミュニティデザイン

キーワード： PLM　製品アーキテクチャ　ALM
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究代表者は、以下の 2 つの基盤研究 B

に関する製品ライフサイクルマネジメント
(PLM)の研究開発について一貫として取り組
み続けてきた。 
①平成 17～20 年度 基盤研究 B：「統合化製
品ライフサイクルマネジメントによるプロ
セスのモデル化と管理方法」（玉木他『青山
学院大学ヒューマン・イノベーション研究セ
ンター(HiRC) 2008 年度成果報告書』2009
年 3 月） 
・従来の製造業では CAD/PDM（製品データ
管理）の範囲のみに限定して取り上げていた
狭義の PLM の対象領域を、新たに製品開発
プロセス全体へ拡張する「統合化 PLM」の
業務プロセスモデルを提案し、それを実現す
るためのマネジメント技法の研究開発を行
った。 
・その管理技法と対応づけて、PLM システ
ムと ERP システム (Enterprise resource 
planning)のソフトウェアェアを相互連携し
た有効活用に向けた応用研究を実施した。 
②平成 21～24 年度 基盤研究 B：「製品戦略
および製品開発と工場システムとの統合化
プロセスのリファレンスモデル開発」（玉木
他『HiRC 2012 年度成果報告書』2013 年 3
月） 
・今後の製造業にとって、ものづくりの卓越
性と管理技術のみの強化では競争優位性の
維持に限界が生じてきたため、その「製品開
発プロセス」の上流展開をする「製品戦略プ
ロセス」を付加することと、下流展開をする
「工場システム」の業務プロセスをつけ加え、
それらを統合化する総合的な業務プロセス
を構築し、さらに各プロセスを実現するマネ
ジメント技法を開発した。 
・その実証として、複数機種（300 機種）を
取り扱う自動販売機製造企業の事例研究と
して、機能設計、基本設計、生産技術、製品
製造のそれぞれの業務プロセスにおいて、製
品プラットフォーム、機能ユニットモジュー
ル、主要部品などの共通化を図ることにより、
革新的な全業務プロセスの有効性を実証で
きた。実際に、同企業の各部門で、工数が大
幅に削減できることを確認した。 
以上の 2つの基盤研究の成果を総括すると、

広範囲をカバーする製品ライフサイクル（製
品戦略、製品開発、工場システム、SCM 等）
に対応した業務プロセスのモデル化を達成
し、それぞれのフェーズに応じたマネジメン
ト技法を研究開発できたことである。さらに、
共同研究先の自動販売機製造会社の実際の
製品設計・製造データを使用した事例研究を
通じて、それらの有効性を検証できたことで
ある。 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、近年、製品構造のメカニ
ズムニズムに対して電気制御・ソフトウェア
の比重がますます高くなり製品開発業務プ
ロセスが複雑化してきたことに対応して、企

業間や企業内部門間との多地点間を相互連
携した製品開発プロジェクトが運営管理で
きるために、PLM（製品ライフサイクルマネ
ジメント）システムの協働利用ができる基盤
環境を研究開発することである。そのために
次の 3 つの研究課題に取り組んできた。 
課題 1 製品構造（メカニズム・電気制御・
ソフトウェア）統合化 PLM 業務プロセスモ
デルを策定すること 
課題 2 アプリケーションソフトウェア管理
(ALM)を、上記の PLM 業務プロセスモデル
と対応づけた製品開発の進め方を探求する
こと 
課題 3 各種 IT ツールを、それらの業務プロ
セスに対応づけて、多地点の大学研究室間で
の相互連携した運用を目指す。そのために、
クラウドサービス環境等での PLM システム
協働的な基盤環境の構築と、仮想 PLM 業務
プロジェクトで実証を果たすこと 
３．研究の方法 
研究課題１【メカニズムニズム・電気制御・
ソフトウェア統合化 PLM 業務プロセスモデ
ル】：①協力企業・研究機関に対する国内外
の実態調査（特に製品開発プロジェクトの業
務管理について）、②製品アーキテクチャ、
製品設計プロセス、開発設計 IT支援ツール、
ものづくり組織能力の観点から、メカニズム
ニズム・電気制御・ソフトウェア統合化 PLM
業務プロセスモデルの分析。 
研究課題 2【ALM の国内外動向調査と PLM と
の関連づけ】：①ALM の国内外動向の資料・事
態調査、②前記の PLM 業務プロセスモデルに
対応した ALM ツールの有効活用法の探究。 
研究課題 3【PLM システム協働利用環境】：①
それらの業務プロセスモデルに対応させた
各種情報ツールの有効活用法の探求、②クラ
ウドサービス環境で遠隔多地点の研究室間
を相互連携する PLMシステム協働情報基盤を
構築し、仮想 PLM 製品開発プロジェクトマネ
ジメントで実証。 
下図に研究方法とそのための研究組織を

示した。 

４．研究成果 
(1)平成 26年度の実績 
以下に 3つの研究課題の取組に対する実績

を記述する：研究課題 1と 2の研究計画では、
製品アーキテクチャと ALMの特性別に対応し

本研究の研究課題とそれに対応した研究組織体制

研究課題１【メカニズム・電気制御・ソフトウェア統合化PLM業務プロセスモデル】
[学術メンバー：研究代表者 玉木、分担者 朴、協力者 HiRC客員研究員 阿部
製造業系協力企業：サンデン、富士ゼロックス、本田技術研究所、横河電機など]
①製造業の国内外の実態調査：製品アーキテクチャ特性、メカ・電気制御・ソフトの製品構造
に考慮した製品開発プロジェクトの業務管理

②製品アーキテクチャ、製品設計プロセス、開発設計IT支援ツール、ものづくり組織能力の観
点から、「統合化PLM業務プロセスモデル」の策定

研究課題2【ALMの国内外動向調査と統合化PLM業務プロセスとの対応づけ】
[学術メンバー：代表者 玉木、研究分担者 佐久田、研究協力者 HiRC客員研究員 後藤など]
①アプリケーションライフサイクル管理(ALM)に関わる先端資料調査、国内外動向の実態調査
②統合化PLM業務プロセスモデルに対応づけてALMを実施する製品企画・製品開発PMの指針策定

研究課題3【PLMシステム協働利用環境の研究開発】
[学術メンバー：研究代表者 玉木、分担者 荒川、連携者 渡邉、筧、高野倉

ITソリューション系企業： PTCジャパン、Dassault Systems、 Lexer、富士通など]
①統合化PLM業務プロセスモデルに対応づけた、各種のPLMツール、シミュレータの応用研究
②多地点研究室間におけるクラウドサービス環境でPLMシステム協働基盤の研究開発、
および仮想プロジェクトマネジメントでの実証実験と実現可能性の検証

本研究の究極的な目的



た国内外の実態調査を行うことであった。実
績としては、国内の自動車業界および電機業
界における最終組立会社やサプライヤーの
担当マネージャや技術者に対して、訪問イン
タビュー調査を実施し、今後の動向について
ディスカッションを行うことが。一方海外に
ついては、自動車先進国であるドイツのメカ
ニズムの製品開発動向を中心に訪問調査を
行うことができた。 
平成 26年度の研究課題 3の研究計画では、

各種の PLMソフトウェアェアやデジタルエン
ジニアリング・シミュレータなどの有効な活
用方法を探求することにあった。具体的な実
績としては、富士通の協力をえて、デジタル
モックアップ・シミュレータ、BOM システム
の新規導入ができた。その後も、本格的な活
用に向けてテクニカルサポートを受けられ
る協力体制を築けた。一方、研究者間の研究
室にいて、クラウド上で利用できる環境を整
備するために、研究代表者が PTC アメリカ本
社の教育担当代表者を訪問し、交渉の結果、
日本における大学研究室間で当社の PLMプロ
ジェクトマネジメントシステムを、クラウド
プラットフォーム環境上で利用させてもら
う許諾を得ることができた。これにより、次
年度から当初の研究目標としていたように、
遠隔多地点にある大学研究室間で、協働情報
環境基盤を整備するという研究課題の達成
に向けた第一歩を踏み出せた。 
(2)平成 27年度の実績 
前年度の研究実績に基づいて、平成 27 年

度の研究計画に対して、以下のような研究実
績をあげることができた。 
研究課題 1 製品構造統合化 PLM 業務プロセ
スモデルの策定：昨年から行ってきた国内外
の製造業・電機業界・ICT 業界の PLM 業務担
当者に対する実態調査を精力的に継続でき
た。 
研究課題 2 ALM と対応づけた製品開発の進
め方の探求：ALM に関しては、上記の実態調
査と並行して精力的に継続できた。それによ
り、欧米の最新動向と、日本企業の比較調査
を行うことができた。 
研究課題 3 PLM システム協働基盤環境の構
築：初年度から現在まで 3社（富士通、PTC、
ダッソーシステムズ）の PLM ソフトウェアェ
アベンダーの協力を得ることができ、次年度
以降の基盤が整った。 
(3)平成 28年度の実績 
平成 28 年度の初めに立案した研究計画に

対して、それぞれ当初の研究計画以上の実績
を上げることができた。 
研究課題 1：メカニズムニズム・電気制御・
ソフトウェアなどの製品構造に考慮した製
品開発プロジェクトの業務管理の実態を把
握するために、初年度から平成 28 年度まで
国内外の実態調査を継続して行え、最新動向
を反映した統合化PLM業務プロセスモデルに
向けた知見を蓄積できた。 
研究課題 2：国内のみでなく国際的に経営実

績をもつ大手 PLM ベンダーの数社が、製造業
界において市販・実用化している寡占状態に
ある。それらの中から主要な PLM ソフトウェ
アェアのベンダーからコンタクトがとれた 5
社を選定し、それらの実態調査を行った。そ
れらの実態調査に先立って、既に青山学院大
学（玉木・佐久田）では 2社の PLM ソフトウ
ェアェアの応用研究を開始した。この実態調
査後に、その他の研究分担者・連携研究者・
研究協力者の研究室でも、新たに PLM ソフト
ウェアェアを導入する計画に着手すること
ができたことは特筆すべき成果である。 
研究課題 3：PLM システム協働基盤を整備し
て、応用研究のノウハウの蓄積とその共用化
をする目標に賛同していただいた「各 IT ソ
フトウェアェアのベンダー企業」と「それら
のソフトウェアェアのユーザー企業」、及び
「研究分担者・連携研究者・研究協力者の教
員・研究室学生」とで、月例で「産学連携研
究会」の設置・開催を、本研究期間にわたっ
て実現することができたことは、当初の研究
計画以上の特筆すべき成果である。 
(4) 平成 29 年度の実績 
以下の研究課題に取り組み、当初の計画以

上の研究実績をあげることができた。 
研究課題 1:自動車・電機業界別の製品開発プ
ロジェクトの中で、製品組立企業とサプライ
ヤーの企業間関係について、製品アーキテク
チャの特性別(メカニズム・電気制御・ソフ
トウェア)の PLM 業務プロセスの進め方につ
いて海外(アメリカ、ドイツ)と国内に関する
比較実態調査を行った。それらの調査結果に
基づいてビジネスモデル、マーケティング、
製品アーキテクチャ、プラットフォームの観
点から、国際的な先進動向を踏まえた PLM 業
務プロセスを体系化することができた。これ
により、本研究課題で当初立てていた研究計
画以上の成果を達成することができた。 
研究課題2:上記1の研究課題と並行して本課
題に取り組んだ。特に、ソフトウェアェアの
3階層として OS、ミドルウェアとの関連を意
識した上でアプリケーションソフトウェア
に関して、自動車・電機業界以外の事例研究
として、さらにモバイル製品についても研究
範囲を拡大した。さらに、モバイル製品に後
づけで提供される各種のアプリケーション
ソフトウェアに対応した、様々なプラットフ
ォームサービスとの相互関連性についても
調査研究を行った。以上により、目標として
いた研究課題 1の PLM業務プロセスに対応づ
けてALMソフトウェアェアシステムを組み込
み統合化された PLM/ALM業務プロセスを体系
化することが達成できた。これらのことも、
本研究課題で当初立てていた研究計画以上
の成果を達成することができた。 
研究課題3:目標としていたPLMシステム協働
環境を、代表者の青山学院大学経営学部や、
連携研究者としての同大学理工学部、名古屋
工業大学、研究協力者として神奈川大学に対
して、ソフトウェアェア・パートナ企業(富



士通、PTC、ダッソーシステムズなどの)の支
援のもとに環境整備を達成できた。これらに
より、本研究課題の当初計画を実現できた。 
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